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ルックスオティカジャパン株式会社から申請があった確約計画の認定について 

 

   令 和 ８ 年 ８ 月 ６ 日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、ルックスオティカジャパン株式会社（以下「ルックスオ

ティカジャパン」という。）に対し、独占禁止法の規定に基づき審査を行ってき

たところ、ルックスオティカジャパンの後記３の行為が同法第１９条（同法第２

条第９項第４号（再販売価格の拘束））の規定に違反する疑いが認められた。 

公正取引委員会は、当該行為について、確約手続に付すことで、ルックスオ

ティカジャパンによって当該行為を排除するための措置が速やかに実施される

ことにより、競争の早期回復が図られると認め、令和８年７月２７日、独占禁止

法第４８条の２の規定に基づき、ルックスオティカジャパンに対し確約手続に

係る通知を行った。 

今般、ルックスオティカジャパンから、公正取引委員会に対し、独占禁止法第

４８条の３第１項の規定に基づき、後記３の行為を排除するために必要な措置

の実施に関する確約計画の認定を求める申請があった。公正取引委員会は、当該

確約計画は当該行為を排除するために十分なものであり、かつ、その内容が確実

に実施されると見込まれるものであると認め、本日、同法第４８条の３第３項の

規定に基づき、当該確約計画を認定した（注１）（注２）。 

なお、本認定は、公正取引委員会が、ルックスオティカジャパンの後記３の行

為が独占禁止法の規定に違反することを認定したものではない。 

（注１）確約計画の認定は、確約手続に係る通知を受けた事業者から申請された確約計画を公正取引委員

会が認定するという、独占禁止法に基づく行政処分である。 

（注２）公正取引委員会は、認定した確約計画に従って確約計画が実施されていないなどの場合には、独

占禁止法第４８条の５第１項の規定により当該認定を取り消し、確約手続に係る通知を行う前の調

査を再開することとなる。 

 

１ 申請者の概要 

法 人 番 号 2013201005764 

名 称 ルックスオティカジャパン株式会社 

所 在 地 
東京都千代田区二番町４番地５ 住友不動産二番町

ファーストビル７階 

代 表 者 代表取締役 アンドレア・リッゾン 

 

  

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局第一審査 

電話 ０３－３５８１－４９６０（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 
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２ ルックスオティカジャパンによるサングラスの販売等 

⑴ ルックスオティカジャパンは、同社の親会社でイタリアに所在するルッ

クスオティカ・グループ・エスピーエー等が製造する「Ray-Ban」及び「Oakley」

と称するブランドのサングラス（注３）（以下「本件商品」という。）を国内

において販売している。 

⑵ ルックスオティカジャパンは、直接又は卸売業者を通じて、眼鏡店、サン

グラス専門店、スポーツ用品店等を営む小売業者に対して本件商品を販売

している。 

⑶ 本件商品は、国内外の著名人に愛用されていることなどにより、一般消費

者からの認知度が高いため、品ぞろえにおいて欠くことのできない商品と

なっていると述べる小売業者もいる。 

（注３）「サングラス」とは、一般屋外における強烈な太陽光線等に対する目の保護のために使われるも

の、又はファッションの一つのアイテムとして着用するもの（視力補正用のものを除く。）をいう。 

 

３ 違反被疑行為の概要 

ルックスオティカジャパンは、遅くとも令和６年４月頃から、自社が販売す

る本件商品について、小売価格を維持することによりブランドイメージを守

るという方針の下、推奨小売価格を定めた上で、以下の行為を行っている。 

⑴ 自ら又は取引先卸売業者を通じて、小売業者に対し、以下のような要請を

すること。 

ア 推奨小売価格以上の価格で販売すること 

イ オンライン販売において、本件商品を購入する消費者に対し、当該消費

者の実質的な購入価格が推奨小売価格を下回ることとなるポイント、

クーポンその他の利益の付与を行わないこと 

ウ 発売開始から一定期間、オンライン販売を行わないこと 

⑵ 他の小売業者からの苦情等により、前記⑴アからウまでの要請に従わず

本件商品を販売している小売業者を把握した場合、自ら又は取引先卸売業

者を通じて、当該小売業者に対し、前記⑴アからウまでの要請をすること。 

 

４ 確約計画の概要 

⑴ 前記３の行為を取りやめること。 

⑵ 次の事項を取締役会で決議すること。 

ア 前記３の行為を取りやめること 

イ 前記３の行為と同様の行為を行わないこと 

⑶ 前記⑵に基づいて採った措置及び前記⑴の措置を採る旨を、本件商品を

販売する卸売業者及び小売業者に対して通知するとともに、一般消費者に

周知し、かつ、自社の役員及び従業員に対して周知徹底すること。 

⑷ 前記３の行為と同様の行為を行わないこと。 

⑸ 次の事項を行うために必要な措置を講じること。 
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ア 卸売業者及び小売業者との取引に関する独占禁止法の遵守についての

行動指針を自社の役員及び従業員に対して周知徹底すること 

イ 自社の就業規則において、独占禁止法違反を許容しないことを明確に

し、自社の役員及び従業員に対して周知徹底すること 

ウ 本件商品の販売又はマーケティング活動に関与する役員及び従業員に

対する、独占禁止法の遵守についての定期的な研修及び定期的な監査を

実施すること 

⑹ 前記⑴から⑸までの措置の履行についての監視を、第三者（公正取引委員

会が承認した者に限る。）に委託すること。 

⑺ 前記⑴から⑶まで及び⑸の措置の履行状況について、公正取引委員会に

対し、前記⑹で委託した第三者に報告させること。 

⑻ 前記⑷の措置並びに前記⑸ウの研修及び監査の履行状況について、今後

５年間、毎年１回、公正取引委員会に対し、前記⑹で委託した第三者に報告

させること。 

 

５ 確約計画の認定 

 公正取引委員会は、次のとおり、前記４の確約計画が独占禁止法に規定する

認定要件のいずれにも適合すると認め、当該確約計画を認定した。 

⑴ 措置内容の十分性 

  前記４の確約計画に記載の措置の内容は、違反被疑行為の取りやめ（前記

４⑴）、違反被疑行為の取りやめ及び将来不作為についての取締役会決議

（前記４⑵）、本件商品を販売する卸売業者及び小売業者への通知、一般消

費者への周知並びに自社の役員及び従業員に対する周知徹底（前記４⑶）、

将来不作為（前記４⑷）を含んでおり、前記３の行為を排除するために十分

な措置であると判断した。 

⑵ 措置実施の確実性 

  ルックスオティカジャパンは、前記４の確約計画において、独占禁止法の

コンプライアンス体制の整備を措置に含めていること、措置の履行につい

ての監視を第三者（公正取引委員会が承認した者）に委託し、措置の履行状

況に関する公正取引委員会に対する報告を当該第三者に行わせるとしてい

ること、また、措置の内容ごとに実施期限を設けていることから、前記４の

確約計画は確実に実施されると判断した。 


